


この計画は、平成30年度から平成39年度までの10年間を計画期間としています。

人口減少が見込まれ、特に北部地域では急激な減少が見込まれるとともに、環境問題へ

の関心の高まりや長期化する景気の低迷などから節水意識がより一層強まることが予想さ

れます。さらに、大口利用者を中心に地下水利用が進むことも予想されます。

これにより計画の基本となる水需要が低下する可能性があります。北部地域では、さら

なる施設の統廃合が必要となる可能性もあります。

このため、中間である平成34年度に見直しを行います。

見直しの際には、PDCAサイクルにより、事業の進行管理(Do)、目標達成状況の確認(Che

ck)、改善の検討(Action)を行い、計画へ反映(Plan)します。
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